
 

事 務 連 絡 
令和２年１月 31日 

 
関係県情報通信所管部局 御中 

 
復 興 庁 
総 務 省 

 
令和２年度被災地域情報化推進事業（情報通信技術利活用事業費補助金

（東日本大震災復興特別会計））に係る要望調査について（照会） 

 

 標記について、下記のとおり行いますので、被災地域情報化推進事業（情報通信技

術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計））の活用を検討されている場合

は、必要書類を作成の上、必ず回答願います。 
 また、貴県内の特定地方公共団体である市町村（指定都市並びに一部事務組合及び

広域連合を含む。）に本事務連絡を送付し、周知いただきますようお願い申し上げま

す。 
 各団体からの回答は、各県でとりまとめのうえ、下記３の提出先まで送付願います。 
 なお、復興庁・復興局に提出された資料は、総務省・東北総合通信局へ回付するこ

とを申し添えます。 
 

記 
１．対象事業 
 本調査の対象は、情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）

交付要綱第３条第１項（８）に掲げる以下の事業とします。 
復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業 

 A 共聴施設等整備事業 

  

２．対象団体 

   原則として、令和２年度予算要求時に要望いただいた団体（以下「令和２年度要

望団体」という。）を対象とします。 

   

※ 第２期の提出期限（３．提出方法に記載）までの要望状況によっては、    

令和２年度要望団体以外の団体を含め６月末、10 月末及び 12 月末期限を目処※

に追加で募集する可能性があります。 
※追加分で事業実施を検討される場合は、予め調整が必要となりますので、東北

総合通信局に早めにご相談ください。 
 



 
 
３．提出方法 
 「情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）交付要綱」及

び「情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）実施マニュ

アル」を参考に、添付様式に基づき「被災地域情報化推進事業 要望調査回答」

を作成の上、下記期限毎に、電子メールにて提出願います。 
 
【提出期限】 
  第１期：令和２年 ２月 21日（金） 

   第２期：令和２年 ４月 17日（金） 

 
【提出先】 

     （岩手県地方公共団体） 
岩手復興局 総括班（庶務・会計担当）小田島 

TEL：019-654-6609 

Mail：manabu.odashima.c9a@cas.go.jp 

 

     （宮城県地方公共団体） 
宮城復興局 庶務・会計班 絹野、亀山 

TEL：022－266－2164、2178 

Mail：junko.kinuno.d2x@cas.go.jp  

shohei.kameyama.e9j@cas.go.jp 

     （福島県地方公共団体） 
      福島復興局 企画班 生地、樋口 

TEL：024－522－8513 

Mail：fuyumi.oiji.c5r@cas.go.jp 

kikaku.fukushima.k4e@cas.go.jp 

 
４．今後の予定 

提出いただいた要望調査回答を基に、要望内容等を確認した上で、申請書の提出

等をお願いする予定です。 
 
５．関係資料 

（１）要望調査回答（様式） 

（２）情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）交付要綱及び 

補足事項 

（３）情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）交付要綱概要 



 
（４）情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）実施マニュア

ル 

（５）情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）【復興街づく

り ICT基盤整備事業（共聴施設等整備事業）】実施マニュアル 

 

※ 復興街づくり ICT 基盤整備事業のうち共聴施設等整備事業に係るマニュアル

については、「情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震災復興特別会計）

実施マニュアル」によるほか、「情報通信技術利活用事業費補助金（東日本大震

災復興特別会計）【復興街づくり ICT基盤整備事業（共聴施設等整備事業】実施

マニュアル」も参照願います。 

※ 関係資料は、以下 URLよりダウンロードしてください。 

   ○総務省／被災地域情報化推進事業 

    https://www.soumu.go.jp/shinsai/ict_fukkou_shien.html 

 

６．復興・創生期間の「総仕上げ」に向けて 

復興街づくりの「総仕上げ」に向けて、復興・創生期間（令和２年度末まで）

中に被災地域情報化推進事業が確実に完了するよう計画・実施することが一層重

要となります。 

そのため、個別の事業予定箇所ごとの進捗管理を一層徹底いただき、事業の前

倒しのご検討を含め、復興・創生期間内での完了に向けた、ご対応の程、よろし

くお願いします。 

 
【本件に対する問い合わせ先】 

・復興庁（予算・会計班） 入江 

 TEL：03－6328－0280 

 E-mail：shunsuke.irie.c6p@cas.go.jp 
 

・総務省情報流通行政局地方情報化推進室 岡、竹原 

 TEL：03－5253－5757 

 E-mail：fukko-ict@ml.soumu.go.jp 

 

・総務省東北総合通信局復興対策支援室 鹿野田、伊藤、阿部 

 TEL：022－221－0654 

 E-mail：fukko@ml.soumu.go.jp 
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